1990年代末の不良債権問題 by 松葉, 正文
はじめに
　この間，関係当局による不良債権の定義は幾
度も変更されたが，それには，主として次のよ
うなものがある。
イ）年３月期定義（全国銀行協会）
　　経営破綻先債権　＋　６ヶ月以上延滞債権

ロ）年９月期定義（同上）
　　経営破綻先債権　＋　６ヶ月以上延滞債権
　　＋　金利減免債権（貸出時公定歩合を下回
　　る金利）
ハ）年３月期定義（＝リスク管理債権，同上）
　　経営破綻先債権　＋　３ヶ月以上延滞債権
　　＋　貸出条件緩和債権

ニ）年３月貸出先４分類基準定義（金融監
督庁）
　　．正常債権，．回収要注意債権，
　　．回収懸念債権，．回収不能債権
この内，，，，の合計が回収に問題
を抱える不良債権と言うべきものであるが，従
来の定義との違いは，貸出先からの利払状況で
はなく，貸出先の経営財務状況に着目する点で
ある。

ホ）年３月期金融再生法基準定義
　　要管理債権　＋　危険債権　＋　破産・更
生等債権
　（リスク管理債権との相違は，前項と同様）
　こうした不良債権の定義についての度重なる
変更が，その実態把握を結果として困難なもの
にしてきたことは否定できない。これらのこと
に留意しつつ，近年の不良債権問題の動向につ
いてみてみよう。

．金融機関全体の不良債権
（98年３月，99年３月）
　現時点（年７月）で年代を振り返っ
て，不良債権の実態についてのこれまで最も包
括的な公的説明は，金融監督庁１）が年３月
末時点の金融機関による資産についての自己査
定を集計して年７月に発表したものである。
　第１表は，その概要を示したものである。明
らかなように，総貸出金のうち，回収に重大な
懸念のある第分類債権と回収に注意を要する
第分類債権の合計は，兆円に昇ってい
る。これは，同時期の金融機関のリスク管理債
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権（新基準）額兆円２）の約倍にあたり
（但し，前者の問題債権兆円には，破綻先
［回収不能］債権が含まれていない。金融監督
庁はその理由として，当該分については全額償
却・引当が済んでいることを挙げている），そ
れは総予信額兆円の％にあたる。
第１表　預金取扱金融機関の自己査定状況
（年３月期，単位：兆円）
 総与信額分類分類
都銀・長信銀・信託銀計   
地方銀行   
第二地方銀行 　 　 
　　　全国銀行合計   
信金・信組・農協
系統金融機関など   
　　　総　　　計  	 	
　注１）億円単位を４捨５入。
　　２）破綻・合併・事業譲渡金融機関を除く。
　出所）『日本経済新聞』，年７月日。
　なお，年７月末に，金融監督庁が年３
月期の問題債権額の集計を発表した（この集計
には，長銀・日債銀他この間の破綻金融機関に
関する数値は含まれていない）。それによる
と，全国金融機関の総予信額兆円，第
分類債権兆円，第分類債権兆円と
なっており，問題債権の総額は兆円で全体
の％であり，全与信額に占める割合はむし
ろ前年より増加している。）ちなみに，金融監
督庁が同時に発表した全金融機関の同時期のリ
スク管理債権額の合計は兆円で，これは額
でも（もちろん割合でも）対前年比で増加して
いる。
１）　金融監督庁は，年６月に，従来の大蔵省
の金融検査・監督部門を引き継いで，総理府
（外局）に設置された機関である。
２）　『日本経済新聞』　年７月日。
３）　『日本経済新聞』　年７月日。
．主要17行の不良債権（99年３月）
　主要行の年３月期における不良債権額
は，第２表に示されている（主要行は，従来
行であったが，東京銀行と三菱銀行が年
４月に合併し，北海道拓殖銀行が年月
に，日本長期信用銀行が年月に，日本債
券信用銀行が年月に，それぞれ破綻した
ため，合計行となった）。

第２表    99年３月期主要17行不良債権状況
（単位：億円，％）
 不良債権 不良債権税効果公的資金
 再生法基準リスク債権基準貸出比率会計注入額
第一勧銀  	
 	
さくら   	 
富士   	 

東京三菱  	
  
あさひ    		

三和  	
  

住友  	 	
 	
大和   	 	

	
東海  	 
 			
都銀計 	 

		
興銀    	

			
三井信託    	


三菱信託  	
 	
安田信託    	 

東洋信託   	
 
中央信託   	 

日本信託   	 

 

住友信託   	
 	
信託計  		 
	
３業態計	

 	


　出所）『週刊エコノミスト』年６月８日号，
－ページ所収，及能正男氏作成の表より。
　それによれば，不良債権合計額は，再生法基
準で兆円，リスク管理債権基準で兆円
となっている。年３月期における主要行
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の不良債権額が兆円であったから，その総
額が幾分減少したかのようにみえる。しかし，
年３月期に含まれていた長銀分兆円，日
債銀分兆円，計兆円を除けば，同年の主
要行の合計は兆円だったから，実質では
この１年間に不良債権の額はやはり増加してい
る。１）しかも，内外の多くの研究者や関係者は
これら公表不良債権額がその実態を過小評価し
たものであるという点でほぼ一致しており，そ
のことは前述の第１表に示される調査結果とも
照応する（この際の問題債権額兆円です
ら，なお過小評価であるとの見方が多い）。
　こうした不良債権問題に対し，主要行はいず
れも貸倒引当金等を積み増してその償却原資を
準備し（カバー率は平均％，最高％，
％），問題には充分対処可能という立場をこ
の間表明している。そして，年３月期に
は，兆円の不良債権を償却したとしてい
る。しかし，既存の償却分の多くはなおバラン
スシート上での間接償却にすぎず（全銀行の
年３月までの累積不良債権処理総額兆円
の内，資産欄から債権額を控除し損失を確定し
た厳密な直接償却は合計兆円であり，僅か
に全体の％にすぎない２）），地価の下落傾
向が続く中で，最終的な担保物件の売却＝直接
償却時にさらに追加的な損失処理を迫られるこ
とになるだろう。その意味で，不良債権問題の
現実的な処理＝真の解決に向けては，なお多難
な事態が予想されるのである。
　また，今期の兆円に昇る不良債権の償却
は，特別な条件の下ではじめて可能になったこ
とにも留意しなければならない。不良債権問題
への対処過程でその経営体力を著しく消耗して
いる各行は，これまでも政府の超低金利政策に
よって利鞘収入や債券売買手数料などを通じた
業務純益の拡大などで手厚く援助されてきた
が，今期中はそれに加えて更に，直接的な公的
資金による資本注入と税効果会計導入（第２表
参照）まで受けたのである。
　公的資金による資本注入は，会計年度に
は東京三菱銀行を除く行（同行の子会社で
ある日本信託銀行と富士銀行の子会社となった
安田信託銀行を除き，横浜銀行を加えたもの）
が預金保険機構に申請し，その結果金融再生委
員会３）の承認を経て合計７兆円を上回る額が
年３月末に各行に注入された。この内の
％にあたる兆円は，転換型優先株で国が
引き受け（これは将来の政府による経営参加に
道を開くものである。他は劣後債など），普通
株への転換開始は最短３ヶ月－最長７年６ヶ
月，その平均配当利回りは年－％とさ
れている。４）
　税効果会計とは，不良債権を間接（有税）償
却で処理した時に払った税金（前払い税金）が
戻ってくることを前提に，それを銀行のバラン
スシート上に自己資本として算入しておく制度
であり，年３月期から認められたものであ
る。５）
　公的資金による資本注入にせよ税効果会計導
入にせよ，いずれも不良債権問題への対処過程
で著しく体力を消耗＝自己資本を毀損しつつあ
る各行に対する，国家による強力な支援といっ
てよい。

１）　及能正男「不良債権処理の余力を失った銀
行の姿」『週刊エコノミスト』年６月９
日号，ページ。
２）　	
			

３）　閣僚でもある議長を含む５名のメンバーか
らなる委員会で，年月に発足した。金
融監督庁も機構上この委員会の指導下にある。
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４）　『日本経済新聞』年３月５日。
５）　『日本経済新聞』年５月日。
．公的資金導入条件の整備と問題点
　年秋の北海道拓殖銀行の破綻に続き，
年秋から冬にかけては日本長期信用銀行と日本
債券信用銀行も破綻した。その他，年６月
までにこの間５銀行，４信用金庫，信用組
合が破綻した。１）
　年４月に解禁するペイオフまでは預金
の全額保護を公約している政府は，こうした一
連の事態を受けて，預金保護制度と金融システ
ムの安定化をめざす新たな枠組の構築にのりだ
した。
　その結果として具体化された最も重要な措置
が，年月における金融再生関連法案の成
立であり，それに基づく預金保険機構への新た
な公的資金投入＝財政措置の実施である。これ
によって，預金保険機構に，１）特例業務勘定
兆 円（内，国 債７兆 円，政 府 保 証兆
円），２）金 融 再 生 勘 定兆 円（政 府 保
証），３）金融機能早期健全化勘定兆円（政
府保証），計兆円の公的資金枠が設定され
た。それぞれ，１）は預金全額保護のための資
金援助，２）はブリッジバンク業務，特別公的
管理銀行業務，整理回収機構の不良債権買取り
に関する業務，３）は金融機関の資本増強，等
を目的とする資金である。２）
　この内の特例業務勘定について付言すれば，
この間の破綻金融機関の預金保護のため必要に
なった公的負担額は，すでに［年７月で］
７兆円を超えてしまった。その結果，国債枠分
を既に使い切ってしまったため，新たに政府保
証枠で資金を調達しなければならなくなってい
る。そして，これら破綻金融機関の債務超過を
穴埋めするために投入される公的資金は，原則
として返済不可能なので，国民負担分として確
定するものである。
　なお，このことと関連して，この間の破綻金
融機関の債務超過分が，破綻の前と後で大きく
変化＝増加することに注目しなければならない。３）
　年月日に経営破綻した北海道拓殖銀
行は，その３日前にはなお億円の純資産
があるとされていたが，年６月末の清算検
査によれば兆円の債務超過となっている。
　年月日に破綻して特別公的管理（一
時国有化）下に入った日本長期信用銀行も，
年９月末の金融監督庁検査では億円の
純資産があるとされていたが，金融再生委員会
の株価算定委員会の評価によれば年月
日時点で兆円の債務超過となっており，そ
れは年７月時点では更に兆円まで拡大し
ようとしている。
　年月日に破綻した日本債券信用銀行
も，年３月末の金融監督庁検査では僅かに
億円の債務超過とされていたものが，前記
株価算定委員会の評価では年月日時点
で何と３兆円の債務超過となっている。
　こうした破綻金融機関の損失＝債務超過額の
短期間における著しい拡大は，一方でそれまで
の政府当局の検査がいかに甘くかつ杜撰なもの
であるかを示すとともに，また他方ではひるが
えって未だ破綻していない金融機関の公表不良
債権額の信憑性をも大いに疑わしめるものであ
る（おそらく不良債権額の実態は，公表分より
も遙かに膨大で，各金融機関の抱える問題も遙
かに深刻なものであろう）。
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１）　『日本経済新聞』年６月日，７月日。
２）　同上，７月１日。
３）　以下，この点については，同上，７月９
日，７月日参照。
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